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就労移行支援事業および就労継続支援事業（Ａ型・Ｂ型）における 

在宅支援の提供に係る注意点について 

 

日頃より、本市の障害福祉行政にご理解とご協力を賜りありがとうございま

す。 

さて、標記の件につきまして、就労移行支援事業および就労継続支援事業（Ａ

型・Ｂ型）（以下、 「就労系サービス」という。）の在宅でのサービス利用におけ

る支援（以下「在宅支援」という。）の提供につきましては、「就労移行支援事業、

就労継続支援事業（Ａ型、Ｂ型）における留意事項について（平成 19 年 4 月 2

日障障発第 0402001 号）（以下、 「留意事項通知」という。）」、および「就労移行

支援事業、就労継続支援事業（Ａ型、Ｂ型）における在宅支援の要件遵守の徹底

について（令和 8 年 4 月 13 日事務連絡）」等により対応していただいていると

ころです。 

在宅支援の利用を希望する場合、在宅支援による支援効果が認められると本

市が判断した希望者に対して就労系サービスを提供するに当たり、一定の要件

を満たす場合に限り、報酬を算定することができます。 

したがって、希望がない状態で在宅支援を行うことや、本市への申請無く在宅

支援を行うことは認められないため、下記の手順により手続きを行うよう、留意

してください。 

なお、本通知以降、在宅支援の利用手続きが行われていない場合は、原則とし

て障害福祉サービス費をお支払いできませんのでご了承ください。 

 

記 

 

１．在宅支援利用における必要な対応について 

（１）既に就労系サービス（在宅支援の支給決定はついていない）を利用して 

いる方が在宅支援を追加したい場合 

→変更申請書（第１２号様式）とプラン一式またはセルフプランを障害福祉

課窓口か郵送で提出。 

（２）新規で就労系サービスを利用の際、同時に、在宅支援も利用したい場合 



→申請時に提出していただく計画書につきまして、計画相談支援事業所が作

成する場合、「サービス等利用計画書（2）」に在宅支援利用に関する文言を記

載して下さい。セルフプランの場合は「サービス等利用計画案（セルフプラ

ン）兼作成届出書」の在宅支援の項目にチェックマークを入れることが必須

となります。 

以上の手続きに不備がありますと、在宅支援の支給決定がされない可能性が

あります。 

記載例等については別紙「在宅支援実施時における注意点」参照のこと。 

（３）申請書提出後 

→事業者は、在宅支援に限らず、障害福祉サービス等受給者証が申請者に届

き次第、内容を確認しているところ、特に「就労系サービス在宅支援者」の

記載があることを確認する。 

２．在宅支援における報酬算定要件について 

 １の支給決定要件を満たすものであって、留意事項通知２（３）のアからキ

の要件のいずれにも該当する場合に限り、報酬を算定する。  

 なお、報酬算定時における注意点については別紙「在宅支援実施時における

注意点」参照のこと。 

３．留意事項 

 ⑴本取り扱いの対象者は、船橋市で支給決定を受ける利用者に限る。 

 ⑵報酬算定要件を満たさない利用者に対する支援や、不適切な支援につい

て、報酬算定が確認された場合、当該報酬は返還の対象となる可能性があ

ること。 

 

以上 

＜お問い合わせ先＞ 

支給決定に関することについて 

船橋市障害福祉課 認定審査係 
T E L：047-436-2346 

Email：shogai-nintei@city.funabashi.lg.jp 

報酬算定に関することについて 

船橋市障害福祉課 計画係 
T E L：047-436-2307 

Email：shogaifukushi@city.funabashi.lg.jp 



（別紙） 

 

在宅支援実施時における注意点について 

 

１．在宅支援希望者の申請方法について 

 基本的には、通常の新規や変更の申請と同様です。障害者ご本人または保護

者が申請書を市に提出し、別途、計画相談支援事業所様がサービス等利用計画

案を市に提出していただきます（セルフプランでも可能です）。 

 この際の計画案またはセルフプランに、在宅支援が必要な旨をご記載くださ

い。サービス等利用計画案であれば、下図のようにサービス等利用計画書

（２）に、「就労系サービス在宅支援」と備考欄に必ず記載し、セルフプラン

であれば、下図のように、船橋市所定のサービス等利用計画案（セルフプラ

ン）兼作成届出書の「□在宅支援」に必ずチェックを入れてください（☑在宅

支援）。 

 

サービス等利用計画案のサービス等利用計画書（２） 

 

 

＊サービス等利用計画案のサービス等利用計画書（２）以外に（例えば、サー

ビス内容欄や、サービス等利用計画書（１）など）、「在宅支援」を記載した場

合、審査の過程で見落とす可能性が高くなります。サービス等利用計画書

（２）の備考欄に記載することをご協力ください。 

 

（番号：　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サービス等利用計画書(2)

回数

平成 年 月 　日まで

サービス費用（全額）
自己負担

単位 合計

ニ

ー

ズ

の

優

先

順

位

生活全般の解決すべき
課　題　（ニーズ）

援　助　目　標
（目標を達成すべき時期を明記する

必要のあるものは時期を記入）

援助内容（提供期間を明記する必要のあるものは「頻度」欄に記入） 費　　　用　（円/月）

サービス内容
サービス種別
（事業者等）

頻度

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

サービス等利用計画（モニタリング）の有効期限 サービス費合計 0 自己負担額 0

備　　　　　　　　　　考 本人または代理人の同意

0 0

※週間ケア計画を必要に応じて添付 □代理人

月 日

署　名
□本人

日　付 平成 年

備考欄に

「就労系サービス在宅支援」

とご記載ください。



（別紙） 

 

  

 

＊２ページ目などに「在宅支援」を記載した場合、審査の過程で見落とす可能

性が高くなります。１ページ目の☐欄に☑を記載することにご協力ください。 

 



（別紙） 

 

２．受給者証の確認方法について 

在宅支援の支給決定がある場合、障害福祉サービス受給者証の「（六）利用

者負担に関する事項」の項目において、下図のように「就労系サービス在宅支

援者」と記載されております。 

 在宅支援を開始する前に必ずこの欄を確認し、在宅支援の支給決定があるこ

とを確認してください。 

 記載がない場合、在宅支援は利用できないため、利用を希望される場合は速

やかにご申請お願いいたします。 

 
３．報酬請求時における注意事項について 

 報酬請求時において、在宅支援を提供した日は、下図のように、提供実績記

録票の備考欄に「在宅支援」と必ず記載してください。 

 

在宅におけるサービス提供日は 

備考欄に「在宅支援」と記載して 

ください。 

在宅支援の支給決定がある場合、

「就労系サービス在宅支援者」と

記載されています。 


